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本稿では、地方公共団体等の発注者支援等に資するため営繕部が設置している「公共建

築相談窓口」について、その概要とともに、平成24年4月から平成29年3月までに寄せられ

た相談内容の整理・分析を行った概要について紹介する。 

また、近年の公共建築工事の発注において懸念事項のひとつとなっている入札不調対策

や予定価格の適正化に関する地方公共団体からの相談に対し、営繕部の対応とその結果を

紹介する。 
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１． はじめに 

 
 平成29年1月に社会資本整備審議会より「官公庁施設

整備における発注者のあり方について」が答申された。

この答申は、品確法等の改正や基礎ぐい工事問題への対

応経緯、公共建築工事の現状と課題を踏まえ、公共建築

工事について、調査・企画から設計、工事に至る過程に

おける発注者の役割を明確化したほか、その役割を適切

に果たすための方策を提言しており、全ての公共建築工

事の発注者に向けたものである。その中で国土交通省に

は公共建築工事の発注者としての先導的役割が求められ

ている。 

 本稿では、発注者としての先導的役割だけでなく、営

繕部の主たる業務である官庁施設の整備とその保全に関

する業務について、国の機関や地方公共団体からの相談

を広く受け付ける公共建築相談窓口の取組について紹介

する。 

 

２． 公共建築相談窓口の設置 

 
今から15年前、官庁営繕では社会経済環境の激変に伴

う、官庁営繕における変化（ストック時代への移行、官

民の役割分担、IT技術の進展等）に対して、組織的・体

系的な対応が必ずしも十分な状況でなく、抜本的な対応

が急務となっていた。それらの状況を踏まえ、官庁営繕

の使命を原点から問い直し、環境の変化や新たな時代の

要請に対応し、的確にそして効率的な業務を進めること

を目的として、平成14年6月に「官庁営繕のマネジメン

ト改革」（図-1）が官庁営繕部の方針として定められた。

この中で、官庁営繕部の「根幹的使命（ミッション）」

は、国民の共有財産である官庁施設に関して、良質な施

設及びサービスを効率的に提供し、公共建築分野におい

て常に先導的な役割を果たすこととされている。 

根幹的使命は不変であり、その使命を実現するため目

標（ビジョン）を定め、組織として職員の核心的能力を

中心とし、計画、実施、評価によるスパイラルアップを

図ることとしたものである。 

このような背景のもと、公共建築相談窓口は、「官庁

営繕のマネジメント改革」の「先導的役割の強化」の具

現化のひとつとして、平成14年に官庁営繕部、各地方整

備局等に設置された。 

図-1 官庁営繕のマネジメント改革の概要 
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３． 公共建築相談窓口の変遷 

 
平成14年に設置された公共建築相談窓口（図-2）では、

主に管内の国の機関、地方公共団体、民間を対象とし、

積算・設計及び入札手続きや保全、工事監理等について

の相談を受け付けていた。「マネジメント改革の推進に

関する基本方針」（平成15年3月官庁営繕部）に基づき、

「中部マネジメント改革行動計画」（平成15年4月中部

営繕部）が作成され、業務プロセスの計画・評価・改善

に関する体制の強化やCS調査による顧客満足度の把握な

どと並び、技術基準等に関する相談窓口の活用が盛り込

まれ、関係機関との一層の連携強化が図られた。平成25
年に相談窓口の方式が改正され、全国的に相談内容等の

データを蓄積・分析していく形となった。 

また平成26年1月に総務省・国交省から地方公共団体

に向けて、通達「公共建築工事の円滑な施工確保に係る

当面の取組について」が発出されている。東日本大震災

の復興が進むなか、全国的に技術者や職人が不足してお

り、地方公共団体の大型の公共建築工事を中心に、予定

価格が実勢価格と乖離していることなどを原因として不

調不落が増加していた。このような社会情勢を受けて、

適正な予定価格の設定等を通じ、円滑な施工確保を図る

ための措置が必要となり、国土交通省の取り組み強化の

一環として、公共建築相談窓口を通じた地方公共団体等

の支援が推進された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． 相談内容の分析 

 
本稿では平成24年4月から平成29年3月までに寄せられ

た相談について、整理・分析を行った。 

中部地整では平成24～28年度の5年間で約1,200件の相

談を受けて付けており、特に平成26年度以降は1件/日の

ペースで相談が寄せられていることになる（図-3、4）。 

相談者別では国の組織、地方公共団体、その他の順に

利用が多い。国の組織が多い理由としては、官庁営繕の

日常的な業務が各省庁の組織と密接に関わることが多く、

相談しやすい関係が普段から構築されているからと考え

られる。その他として、民間事業者や個人からの相談も

一定数見られる。 

年度別の相談件数の比較（図-4）では、平成25年度ま

では地方公共団体は40件/年前後で推移していたが、平

成26年2月に、管内の地方公共団体に対し通達「公共建

築工事の円滑な施工確保に係る当面の取組ついて」の主

旨の説明会を行い、相談窓口の積極的な活用の周知が

あったこともあり、相談件数が大幅に増加している。こ

れまで相談窓口を知らなかった地方公共団体が新規に活

用したためと考えられる。 

 

 

 

 

相談種別は、「入札契約手続き」、「設計」、「積

算」、「工事監理」、「保全」、「環境対策」、「企画

立案」、「その他」の８項目に分類して整理している。

図-5は各項目の代表的な相談内容である。 
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図-3 相談者の内訳 

図-4 年度別の相談件数 

図-5 各項目の相談内容 
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次に年度毎の各項目の構成比について整理した。 

地方公共団体（図-6）では「入札契約手続き」、「設

計」、「積算」が相談全体の5～7割を占めている。積算

基準や入札に関連する内容が多く、地方公共団体が入札

方式や予定価格の設定に苦慮していることが分かる。 

一方で、国の組織（図-7）においては「保全」が６割

で、各官署が管理する庁舎等の法定点検に関することや

不具合の相談が多数を占めている。 

 

 

次に相談を受け付けた時期を四半期毎に整理した。 

地方公共団体（図-8）では、時期によって各項目に特

に大きな差は見られなかった。 

一方で国の組織（図-9）の場合は、第1～2四半期にお

いて相談が集中する傾向が見られた。この要因としては、

異動に伴い、初めて施設管理を担当する方からの建築物

の保全・管理に関する問い合わせが増えたためと考えら

れる。 

相談窓口のＰＲの方法としては、中部地方整備局ホー

ムページ（図-10）に掲載している。また、各種説明会

や官庁施設保全連絡会議等において、リーフレット（図

-11）を配布し、積極的に周知している。 

 

 

 

 

図-7 各項目の構成割合（国の組織） 

図-10 中部地整営繕部ホームページ 

図-11 相談窓口リーフレット 
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図-6 各項目の構成割合（地方公共団体） 
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図-8 四半期毎の各項目の構成比（地方公共団体） 

図-9 四半期毎の各項目の構成比（国の組織） 
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５． 地方公共団体からの相談の具体例 

 

地方公共団体からの相談の具体例と、営繕部の対応、

その後の状況をいくつか紹介する 

 

（1）Ａ市 

市のスポーツ施設の新営工事において、平成25～26年
にかけて不調不落が３回続いていた。１、２回目は予定

価格の事前公表、設計数量を公開し公告したが、入札参

加者がなかった。３回目は設計や採用単価の見直しを行

い、１社の応札者があったが、落札には至らず随意契約

の折衝で辞退された。４回目の入札手続きに向けて整備

局に相談があった。 

入札価格と予定価格の乖離が大きかったことから、見

積の徴収方法や整備局における採用単価の考え方、工期

設定の方法について紹介、アドバイスを行った。Ａ市は

予定価格等の見直しを行い、その後の入札において無事

に落札された。 

Ａ市が整備局にアドバイスを求めたことについて、新

聞報道（図-12）もあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）Ｂ市 

Ｂ市では市民病院の建て替えの発注において、入札不

調を懸念されており、適切な発注方式の設定について苦

慮していた。設計施工分離発注方式との設計施工一体発

注方式を比較検討するうえで、設計施工一体発注方式

（ＤＢ方式やＥＣＩ方式）について経験がないため、教

えてほしいと整備局に相談があり、ガイドラインの紹介

や本省の担当部署を紹介する等の対応をとった。 

その後Ｂ市は比較検討の結果、従来の設計施工分離発

注方式が合理的との判断に至った。 

 

（3）Ｃ市 

市役所の建て替えの発注において、近隣の地方公共団

体の入札状況から入札不調等を懸念されており、発注方

式や不調不落対策についてアドバイスの要請があった。

発注時の要件設定、予定価格の作成等について助言し、

参考となる本省のＨＰを紹介した。 

Ｃ市はアドバイスを参考に発注方式等の設定を行い、

その後落札に至った。 

 

６．課題と対策 

 

これまでの運用のなかでの課題としては、下記が挙げ

られる。 

（1）地方公共団体の営繕部局に技術者が少ない場合の

対応が難しい。 

・できるだけわかり易く丁寧に助言する必要があるた

め、対応に時間が掛かってしまう。 

・アドバイスをしても十分に活用できないことがある

ため、その場合にどこまで踏み込んだ助言や作業支

援を行うべきなのか、判断に迷うことがある。 

（2）建築分野においてあまり実績のない方法の採用に

ついて相談があった場合に、どこまでの範囲を責任を

もって助言できるのかが曖昧である。 

 

今後の取り組みとして、管内の地方公共団体に対し、

相談窓口の利用の有無や相談後の状況について調査する

とともに、どのような内容の相談ニーズがあるのか把握

したい。その上で、支援できる範囲を明確にした上でＰ

Ｒを積極的に行い、相談窓口の利用の促進に繋げること

としたい。また、利用者側の実施体制や状況に応じたき

め細やかな対応を心掛けたい。 

 

７．結び 

 
公共建築相談窓口は、これまでに多数の相談に回答し、

国の組織や地方公共団体の公共建築の整備の川上の段階

から建設後の保全に至る段階において、官庁営繕が掲げ

る「根幹的使命（ミッション）」を果たすための重要な

役割を果たしている。 

先の事例のように相談窓口を活用し、事業が少しでも

進展したことは、地方公共団体の抱える入札不調等の問

題の解消に寄与するだけでなく、営繕部としても組織や

人材のレベルアップに繋がるよい機会となっている。 

これまでの取り組みの継続とともに、上記の課題への

対応を図ることで、「発注者支援」、「施設管理者支援」

を推進し、公共建築の品質確保と適正な保全に少しでも

貢献してまいりたい。 

 

参考文献 

1) 社会資本整備審議会答申及び官公庁施設部会議事録・資料 

集 ，一般社団法人 公共建築協会 

○
○
○
○
○ 

○
○
○
○
○
○ 

○
○
○
○
○ 

○
○
○
○ 

○
○
○
○
○ 

○
○
○
○
○ 

○
○ 

○
○ 

○
○ 

図-12 新聞報道記事 
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